























































































































































損失を与えることができる報復能力である（Satish et al., 1999 p. 51）。抑止力の有効性は
報復によって与える損害の程度と損害を与える機会の大きさによって決定される（Satish
et al., 1999 p. 52）。しかし，抑止力は必ずしも実際に報復行動によって競争相手に損害を
与えることを必要としない。抑止力は敵対行動に対する報復が確実に行われ且つその報復
によって受ける被害が敵対行動を自制するに足りるだけの大きさであることを競合企業が
































































FSC各社は FFP（Frequent Flyer Program）などによる顧客の囲い込みなどで差別化を図
り，相互に値下げ競争を仕掛けるモチベーションを軽減している。



























Hermann 1996, p. 87），LCCにとって FSCの低価格攻勢は大きな脅威である。そのため，
LCCは FSCをとの価格競争を避けるべく FSCが価格競争に出るモチベーションを持たせ
ないことが必要となる。既存企業が価格競争で参入阻止に至る主な原因は不確実性（un-















































FSCとの価格差 単価 搭乗率 単価 搭乗率
小 僅差……ケース① なし 小 小 なし
大差……ケース② なし 小 大 なし
大 僅差……ケース③ なし 大 小 なし


































































































































1-路線全投入生産量に対する空席率（35.3％）先発企業の投入生産量割合（95.2％）  X先発企業の価格（¥ 25,000.）
=¥ 15,730. となる。
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¥ 19,780.で，これは既存２社の ¥ 41,300.に比較して半額以下の運賃であった。また，実
質的な適用運賃である割引運賃は ¥ 4,780.から ¥ 14,780.であった（国土交通省航空局,













¥ 16,000. ３便 858席 4.8％
日本航空 B747100SR
（596席）等
¥ 25,000. 11便 6,825席 37.8％
日本エアシステム B777200
（380席）等
¥ 25,000. ９便 3,400席 18.8％
全日本空輸 B747100SR
（596席）等
¥ 25,000. 13便 6,971席 38.6％






1-路線全投入生産量に対する空席率（35.9％）先発企業の投入生産量割合（82.5％）  X先発企業の価格（¥ 18,500.)
=¥ 10,450. となる。




























































Ⅵ ま と め
本稿ではプライシング戦略の観点から寡占市場に参入する後発企業の競争戦略を新規参
図表５ 関西三空港における新千歳線投入生産量割合推移
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
伊丹空港 25.0％ 17.8％ 20.3％ 30.4％ 37.5％ 40.6％ 39.9％ 41.4％
航空会社 JAL/ANA
長距離制限 各社４便以内 段階的緩和 完全撤廃
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